
全

他1

他1

公1

公2

法

他1

他1

全

公1

他1

法

法

公2

他1

法

 財　産　目　録
公財）北海道民生委員児童委員連盟　　　　　　 　令和８年３月３１日現在

（単位:円）

資産の部

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額

  預　金 普通預金 運転資金として 16,757,640    16,757,640   

  (流動資産)

北洋銀行道庁支店

未収金 全国社会福祉協議会 令和7年度3月分全国民生委員互助共

励事業の一般給付金である

207,000         747,610        

全国社会福祉協議会 令和7年度第5回全国民生委員互助共

励事業の公務関係給付金である

20,000           

北海道 令和7年度道民児連運営事業にかかる

補助金である

500,000         

  道民児連職員互助会 令和7年度3月分の道民児連職員互助

会にかかるﾀｸｼｰﾁｹｯﾄ代金等の立替精

算に伴い発生した未収金である。

20,610           

  前払金 ﾔﾏﾄ運輸㈱ 令和8年度全国民生委員児童委員連合

会長表彰の推薦依頼送料である

34,666           326,450        

  日本郵便㈱ 令和8年度全道物故民生委員児童委員

慰霊祭事業の執行依頼送料である

110               

  全国社会福祉協議会 令和8年度月刊福祉定期購読料である 11,964           

  

  北海道立道民活動センター 令和8年度民生委員児童委員ﾘｰﾀﾞｰ養

成研修事業(旧:中堅民生委員児童委

員教室開催事業)の会場設備使用料で

37,125           

  北海道立道民活動センター 令和8年度道民児連地区・市支部ｾﾐﾅｰ

の会場設備使用料である

44,385           

  北海道立道民活動センター 令和8年度第1回～第3回道民児連理事

会の会場設備使用料である

52,470           

  北海道立道民活動センター 令和8年度第1回～第2回道民児連評議

員会の会場設備使用料である

34,980           

  (株)ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾘﾝｹﾞｰｼﾞ 令和9年度民生委員制度創設110周年

記念大会の会場設備使用料の総額の1

割分である

110,750         

  前払費用 日本郵便㈱ 令和8年度全道物故民生委員児童委員

慰霊祭事業の実施案内送料である

4,984             5,789            

  日本郵便㈱ 令和8年度道民児連監事監査および第

1回正副会長会議の開催案内送料であ

る

805               

   流動資産合計 17,837,489    17,837,489   



（単位:円）

資産の部

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額

基本財産

　普通預金 公1

公2

法

公1

公2

法

法

他1

他1

他1

公2

固定資産物品

法

法

法

法

法

法

  (固定資産)

北洋銀行道庁支店 公益目的保有財産であり運用益を公

益目的事業共有の財源としている

478,563         45,120,000   

基本財産

特定資産 法人運営事業積立資産 （0） 44,208,690   

　投資有価証券 北洋証券㈱本店営業部 　　同　上 44,641,437    

    　普通預金 北洋銀行道庁支店 令和7年度実施の民生委員児童委員一

斉改選関連事業に充てるための特定

費用準備資金を当年度に全額取崩し

たことにより、期末残高は0円である

0                   

    

活動強化基金積立資産 （11,376,121）

    基本財産準備積立資産 （1,015,495）

    　普通預金 北洋銀行道庁支店 令和9年度実施の民生委員制度創設

110周年関連事業に充てるための特定

費用準備資金積立金である

11,376,121    

    

  　普通預金 北洋銀行道庁支店 寄附金により受入れた資産で、定め

られた使途に充てるための財産とし

て管理している

115,495         

　定期預金 北洋銀行道庁支店 　　同　上 900,000         

    互助共済事業運営準備 (30,216,938）

    

積立資産

  　普通預金 北洋銀行道庁支店 民生委員児童委員の互助共済給付金

および顕彰ならびに慰霊を行うため

の財産として管理している

1,716,938      

    　投資有価証券 北洋証券㈱本店営業部 　　同　上 20,000,000    

    　定期預金 北洋銀行道庁支店 　　同　上 8,500,000      

    災害救援活動等支援金 (1,600,136）

    

積立資産

  　普通預金 北洋銀行道庁支店 被災地民児協支援等を永続的に運用

するための財産として管理している

1,600,136      

    

　什器備品 (665,440） 1,646,642     

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ開設費用 共有財産として使用する財産であり

備忘価額である

1                   

  

  

  電話機主装置他一式 　　同　上 1                   

  ｼｭﾚｯﾀﾞｰ 　　同　上 1                   

  ﾘﾓｰﾄ用ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ WEB会議出席にかかる環境整備の共

有財産として使用する財産であり備

忘価額である

1                   

  

  ｻｰﾊﾞｰ主装置一式 　　同　上 1                   

  ﾘﾓｰﾄ用ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ 　　同　上 1                   

その他固定資産



（単位:円）

資産の部

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額

全

公1

公2

法

他1

他1

全

全

他1

他1

   固定資産合計

     資産合計

  ﾘﾓｰﾄ用ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ WEB会議出席にかかる環境整備の共

有財産として使用する財産である

57,200           

  ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ 研修事業およびWEB会議出席にかか

る環境整備の共有財産として使用す

る財産である

52,250           

 (うち管理目的保有財産11％　)

 (うち収益事業等保有財産18％)

   (うち公益目的保有財産71％　)

 (うち管理目的保有財産10％　)

  会員管理用ﾊﾟｿｺﾝ 267,300         

   (うち公益目的保有財産90％　)

  　ソフトウエア (981,202）

  会員管理用ﾊﾟｿｺﾝ 　　同　上 288,684         

  公益法人会計ｼｽﾃﾑ 共有財産として使用する財産である 677,600         

   (うち管理目的保有財産11％　)

 (うち公益目的保有財産71％　)

   (うち収益事業等保有財産18％)

  給与計算ｼｽﾃﾑ 共有財産として使用する財産である 303,600         

   (うち管理目的保有財産11％　)

 (うち公益目的保有財産71％　)

   (うち収益事業等保有財産18％)

  参加者名簿ｼｽﾃﾑ 共有財産として使用する財産であり

備忘価額である

1                   

  会員管理ｼｽﾃﾑ 収益事業等保有財産として使用する

財産であり備忘価額である

1                   

本連盟会員の管理に使用する財産で

ある

90,975,332   90,975,332  

108,812,821   108,812,821  

  



公2

公2

公2

公2

公2

公2

公2

公2

公2

公2

公2

他1

他1

他1

（単位:円）

負債の部

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額

  

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度住民支え合いﾏｯﾌﾟづくり入

門（簡易版)の印刷代金である

328,900          7,486,767      

  未払金

  (流動負債)

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度災害に備える民生委員活

動、民児協組織体制整備に関する調

査報告書の印刷代金である

220,000        

  

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度災害に備える民生委員活動

調査報告書(ﾀﾞｲｼﾞｪｽﾄ版)の印刷代金

である

328,900        

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度災害に備える民生委員活動

調査の調査票印刷代金である

71,808          

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度民児協組織体制整備に関す

る調査の調査票印刷代金である

61,611          

  

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度「2026年度版民生委員・児

童委員活動記録」の梱包発送業務委

託料である

35,222          

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度「児童委員活動の手引き49

集」の梱包発送業務委託料である

35,222          

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度「2026年度版民生委員・児

童委員活動記録」の送料である

100,716        

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度「児童委員活動の手引き49

集」の送料である

100,716        

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度一斉改選にかかる「人権課

題への理解を深めるために」の送料

である

100,716        

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度一斉改選にかかる「人権課

題への理解を深めるために」の梱包

発送業務委託料である

35,222          

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度全国民生委員児童委員連合

会会長表彰の筒入梱包発送業務委託

料である

19,580          

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度一斉改選にかかる全国民生

委員児童委員連合会永年勤続退任表

彰の筆耕代金である

137,610        

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度全国民生委員児童委員連合

会会長表彰の送料である

164,472        



（単位:円）

負債の部

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額

他1

他1

他1

他1

他1

他1

他1

他1

法

全

公1

公1

他1

法

公1

他1

他1

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度一斉改選にかかる全国民生

委員児童委員連合会永年勤続退任表

彰の筒入梱包発送業務委託料である

33,924          

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度一斉改選にかかる道民児連

退任感謝状の台紙枠組の印刷代金で

36,300          

  

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度一斉改選にかかる全国民生

委員児童委員連合会永年勤続退任表

彰の送料である

133,056        

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和8年度「民生委員・児童委員活動

保険事務の手引き」等の梱包発送業

務委託料である

35,222          

  

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度ｱﾝﾃﾅ道民児連№224号、

225号、226号の印刷代金である

1,207,602      

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和8年度「民生委員・児童委員活動

保険事務の手引き」の送料である

100,716        

  

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度ｱﾝﾃﾅ道民児連№224号、

225号、226号の送料である

211,200        

  

  

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度ｱﾝﾃﾅ道民児連№224号、

225号、226号の編集作業代金である

316,800        

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度道民児連名刺印刷代金であ 10,000          

  ㈱北海道機関紙印刷所 令和7年度道民児連ｱﾄﾞﾍｱ付長3封筒の

印刷代金である

8,800            

  ﾔﾏﾄ運輸㈱ 令和7年度民生委員児童委員初任者研

修の資料等送料である

4,508            

  

  ﾔﾏﾄ運輸㈱ 令和7年度「民生委員児童委員活動の

てびき」の送料である

1,375            

  ﾔﾏﾄ運輸㈱ 令和7年度会員台帳並びに会員名簿の

送料である

10,395          

  

  

  ﾔﾏﾄ運輸㈱ 令和7年度3月分宅急便等送料の消費

税端数調整金額である

1                   

  日本郵便㈱ 令和7年度民生委員児童委員初任者研

修にかかる講師礼状送料である

110               

  日本郵便㈱ 令和7年度道民児連互助共済事業給付

決定にかかる通知文等送料である

2,420            

  日本郵便㈱ 令和7年度会員台帳並びに会員名簿の

送料である

54,870          



（単位:円）

負債の部

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額

他1

他1

他1

他1

法

法

法

他1

全

全

他1

全

全

公1

公2

  

  日本郵便㈱ 令和7年度ｱﾝﾃﾅ道民児連の送料である 110               

  

  日本郵便㈱ 令和7年度道民児連退任感謝状の送料

である

1,080            

  日本郵便㈱ 令和8年度全道物故民生委員児童委員

慰霊祭実施にかかる開催案内等送料

である

4,984            

  日本郵便㈱ 令和7年度全国民生委員児童委員連合

会永年勤続退任表彰の推薦書送料で

140               

  日本郵便㈱ 令和7年度一斉改選にともなう道民児

連地区・市支部支部長会議等にかか

る資料等送料である

4,913            

  日本郵便㈱ 令和7年度一斉改選にともなう道民児

連会長変更にかかる挨拶状等送料で

9,028            

  日本郵便㈱ 令和8年度道民児連監事監査ならびに

正副会長会議にかかる開催案内送料

である

805               

  ｻﾝｺｰ事務機㈱ 令和7年度2・3月分公益目的事業、そ

の他の事業および管理目的事業にか

かるｺﾋﾟｰ機ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽﾁｬｰｼﾞ代金である

53,226            

  都築電気㈱ 令和7年度3月分参加者名簿作成ｼｽﾃﾑ

の保守料である

10,450            

  遊佐新聞販売㈱ 令和7年度3月分北海道新聞の購読料

である

4,300              

  市町村民児協 令和7年度道民児連互助共済事業なら

びに第5回全国民生委員互助共励事業

公務疾病にかかる給付金である

40,000            

(一社)Wellbe　Design 令和7年度3月分「災害に備える民生

委員児童委員活動に関する調査」集

計等業務委託料である

1,870,000       

  札幌ﾊｲﾔｰ事業協同組合 令和7年度3月分公益目的事業、その

他の事業および管理目的事業にかか

るﾀｸｼｰﾁｹｯﾄ代金等である

36,440            

  満喜㈱ 令和8年度財務会計および給与計算ｼｽ

ﾃﾑにかかる使用権である

490,200          

(一社)Wellbe　Design 令和7年度3月分民生委員向けミニ講

義動画制作業務委託料である

176,000          



（単位:円）

負債の部

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額

公1

公1

　 公1

　 法

全

全

法

法

法

法

法

全

   流動負債合計

全

   固定負債合計

     負債合計

     正味財産

㈱日専連旭川 令和7年度空知管内研修会等講師派遣

にかかるETC高速道路代金の法人ｶｰ

ﾄﾞ使用料である

5,440              

  

㈱ﾃﾞｨｽｶﾊﾞﾘｰﾌｧｰﾑ 令和7年度3月分「道民児連研修

DVD(vol.17)の制作ﾌﾟﾚｽ等代金であ

る

154,600          

㈱ﾃﾞｨｽｶﾊﾞﾘｰﾌｧｰﾑ 令和7年度3月分「道民児連研修

DVD(vol.17)ﾃﾞｻﾞｲﾝ制作業務委託料

である

25,000            

㈱日専連旭川 令和7年度第4回道民児連理事会等の

議事録署名依頼にかかるETC高速道

路代金の法人ｶｰﾄﾞ使用料である

13,520            

  

  職　員 令和7年度3月分超過勤務手当である 324,503          

  札幌西年金事務所 令和7年度3月分社会保険料である 354,034          

      所得税預り金 職員に対するもの 令和7年度3月分源泉所得税である 93,330            232,982         

  預り金

      労働保険預り金 職員に対するもの 令和7年度分労働保険料である 9,691              

　　同　上 講師に対するもの 令和7年度3月分源泉所得税である 20,161            

　　同　上 監事に対するもの 令和7年度3月分源泉所得税である 3,600              

      道市民税預り金 職員に対するもの 令和7年度3月分道市民税である 106,200          

  賞与引当金 従業員に対するもの 従業員5名に対する令和8年度賞与支

給に備えるための、令和7年度に帰属

する期間の支給見込額である

3,036,680       3,036,680      

  長期未払金 満喜㈱ 令和9年度財務会計および給与計算ｼｽ

ﾃﾑにかかる使用権である

490,200          490,200         

10,756,429    10,756,429   

  (固定負債)

11,246,629     11,246,629    

97,566,192     97,566,192    

490,200         490,200        

 (うち公益目的保有財産71％　)

 (うち収益事業等保有財産18％)

 (うち管理目的保有財産11％　)


